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（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

 

Ⅰ．現状 

（１） 地域の災害リスク 

（洪水：笠置町洪水・土砂災害ハザードマップ） 

 当町のハザードマップによると、一級河川の木津川沿いの広範囲の市街地地域において、

5mを超える浸水が予想されるほか、市街地の商業地区に小売・サービス業や建設業等の多

くの事業者が立地する笠置町内のほぼ全域に 5mを超える浸水が予想されている。 

 

（土砂災害：洪水・土砂災害ハザードマップ） 

 当町のハザードマップによると、山間の笠置山添地区一帯は、地滑り等、土砂災害が生じ

る恐れがあるエリアとなっており、宿泊業等が集積している。 

 

※下図参照 

 

（地震：笠置町地震防災（揺れやすさ）マップ） 

 当町の地震防災（揺れやすさ）ハザードマップによると、当町では、木津川断層帯地震発

生時には最大震度 7の強い揺れが発生し、南海トラフ地震の発生時には、最大震度 6弱の強

い揺れが発生すると言われている。 

※次ページ図参照 
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（その他） 

 当町は、昭和 61年 7月の梅雨前線豪雨では、山腹崩壊や土砂流出等の土砂災害や浸水被

害が発生し、道路の通行止めや電話不通により孤立状態に陥ったため、町内全域に避難命令

が発令され、甚大な被害に見舞われた。その後は、平成 30年 9月の台風 21号および大雨に

よって木津川が氾濫し、笠置キャンプ場が水没するなどの大きな被害が発生した。それ以降

は、毎年の台風での大雨や小規模の地震はあるものの特に大きな災害に見舞われていない

が、災害リスクがある状態は変わらない。 

 

 

（２） 新たなリスク 

・感染症 

世界的に広かった新型コロナウィルスをはじめ、多くの人が免疫を獲得していない新型

ウィルス感染症が流行した場合、行動制限や学校閉鎖、店舗‣企業の営業停止等の多大な社

会的影響を及ぼす可能性がある。新型ウィルスが引き起こす病気が重症化する場合、特定

の集団（高齢者、持病を持つ人、免疫力が低い人等）にとって特に危険である。また、急

速に感染が広がると、医療システムが過負荷となり、必要な医療サービスが提供できなく

なる可能性があり、通常医療の特定が妨げられることにつながる。 

 

   ・情報システム 

     ＡＩ・ＲＰＡシステムといったデジタル技術の活用が進む中、ソフトウェアやハードウ 

ェアに存在する脆弱性が悪用され、外部からの悪意ある攻撃により、システムが損傷を受 

けたり、情報の漏洩につながるリスクがある。また、デジタル化の急速な発展により、情 

報技術を使いこなせる人とそうでない人の間に生ずる情報格差も問題となっている。 

 

 



 4 

（３） 笠置町商工会の管内商工業者の状況 

・商工業者等数（令和 7年 4月 1日現在） 

・小規模事業者数（令和 7年 4月 1日現在） 

業種 商工業者数 
小規模 

事業者数 

備考 

（事業所の立地状況等） 

建設業 ２０ １６ 町内に広く分散している 

製造業 １１ １０ 町内に広く分散している 

卸・小売業 ２５ ２１ 町内市街地に多い 

飲食・宿泊業 １５ １３ 町内市街地や山間部に多い 

サービス業 １３ １２ 町内市街地に多い 

その他 ７ ７ 町内に広く分散している 

合 計 ９１ ７９  

 

 

（４） これまでの取組 

1. 当町の取組 

① 防災計画の策定 

当町では、平成 27年 3月に笠置町防災会議により「笠置町地域防災計画」を策定

し、その後令和 3年 12月に改定した。また、当町のホームページに、洪水・土砂

災害ハザードマップおよび笠置町地震防災（揺れやすさ）マップを掲載しており、

避難所の設定、防災行政無線、緊急輸送道路等を周知している。その他、町内全域

の各家庭への防災無線によって、防災情報を提供している。 

② 防災備品の備蓄 

当町では、防災備品および概ね 3日間程度の食料や水、消耗品等を笠置町水防倉庫

及び防災備蓄倉庫に備蓄している。 

③ 防災訓練の実施 

当町では、笠置町により、町内の住民１部地域および事業者を対象とした防災訓練

を実施している。また、町内の学校でも防災訓練を実施している。 

④ 応援協定 

府内全市町村、伊賀市と消防相互応援協定を締結している。 

また、令和 5年 11月 30日に災害時等における相互支援に関する協定を相楽東部三 

町村(笠置町・和束町・南山城村)で締結している。 

⑤ 感染症流行リスクに対する行動計画の策定 

新型インフルエンザ等対策行動計画の策定。感染拡大の抑制と町民の生命及び健康

を保護することと町民生活及び町民経済に及ぼす影響を最小限にすることを目的と

して対策を講じている。 

⑥ サイバーセキュリティに関するリスクへの対策 

サイバー攻撃対策では、システムにウィルス対策ソフトを導入、ＯＳ・ソウトフェ

アの更新、パスワードの適切な管理等の対策を周知する必要があり、京都府警と連

携した注意喚起や情報提供、対策の必要性を周知してきた。 

 

 

2. 当会の取組 

① 事業者ＢＣＰに関する国の施策の周知をしてきた。 

② 事業継続力強化計画等の事業者ＢＣＰの策定の推進をしてきた。 

③ 京都府共済協同組合やあいおい損保会社と連携した共済・損害保険への加入促進を 

してきた。 
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④ 防災備品（土嚢袋など）の備蓄を随時してきた。 

⑤ 笠置町が実施する防災訓練への参加・協力および管内事業者への参加要請をしてき

た。 

⑥ 会員向けの防災セミナーやハザードマップ活用指導をしてきた。 

⑦ 新型ウィルス等の感染症発生時の最新の情報や感染防止対策等について会報や感染

症専門医を招いてのセミナーや事業所訪問を通して事業者への周知・指導を実施し

てきた。 

⑧ サイバー攻撃の対策については、京都府警と連携したサイバーセキュリティセミナ

ーの開催や会報・ホームページによる周知を実施してきた。 

 

Ⅱ．課題 

現状では、緊急時の対応については笠置町商工会内の防災体制にとどまつており、災害時の

商工業者の状況把握や笠置町との被害情報共有について具体的な体制が整備されていない。

加えて、ＢＣＰ策定に対して小規模事業者は認識か低いが、そのような小規模事業者にＢＣ

Ｐ策定の必要性を周知し続ける必要がある。感染症対策については、地域内の小規模事業者

に対して予防接種の推奨や手洗いの徹底、体調不良者を出社させないルール作りや感染拡大

時に備えてマスクや消毒液等の衛生品の備蓄、リスク対策として保険の必要性を周知する等

が必要である。サイバー攻撃対策においては、攻撃を受けていることにも気づかず、知らな

い間に個人情報が抜き取られシステムにアクセス制限がかけられ身代金を要求される等のケ

ースもあるため、ウィルス対策ソフトの導入を推奨することに加え、ＯＳやソフトウェアを

最新の状態にしておくこと、また、パスワードは長く複雑にし、使い回さない等の対策の必

要性を周知する等が必要である。 

 

Ⅲ．目標 

（１） 地区内小規模事業者に対し災害リスクを認識させ、事前対策の必要性を周知する。 

（２） 災害発生時における連絡体制を円滑に行うため、当会と当町との間における被害情報報告ル

ートを構築する。 

（３） 災害発生後、速やかな復興支援策が行えるよう、組織内における体制の構築および関係機関

との連携体制を構築する。 

（４） 成果目標（計画終了後まで） 

商工業者数 小規模事業者数 
事業継続力強化計画等の事業者ＢＣＰ 

現状策定数 目標策定数 

91 79 6 7 

 

Ⅳ．その他 

上記内容に変更が生じた場合は、速やかに府へ報告する。 
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事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

 

（１） 事業継続力強化支援事業の実施期間（令和 7年 11月 1日～令和 12年 10月 31日） 

 

（２） 事業継続力強化支援事業の内容 

当会と当町の役割分担、体制を整備し、連携して以下の事業を実施する。 

 

1. 事前の対策 

令和 2年 3月に笠置町が一部修正した「笠置町地域防災計画」について、本計画との整

合性を整理し、引き続き、発生時に混乱なく応急対策等に取り組めるようにする。 

 

① 小規模事業者に対する災害等リスクの周知 

・ 巡回経営指導時に、ハザードマップ等を用いながら、事業所立地場所の自然災

害等のリスクおよびその影響を軽減するための取組や対策（事業休業への備

え、水災保証等の損害保険・共済加入等）について説明する。 

・ 新型ウィルス等の感染症に関しては、業種別ガイドラインに基づき、感染拡大

防止策等について、事業者への周知を行うとともに、今後の感染症対策に繋が

る支援を実施する。 

・ サイバー攻撃対策については、京都府警と連携したサイバーセキュリティーセ

ミナーの年１回開催や会報・ホームページ等において、サイバー攻撃の脅威や

対策の必要性を周知する。 

・ 町広報、当会ホームページ、ダイレクトメール等において、国の施策の紹介

や、リスク対策の必要性、損害保険の概要、事業継続力強化計画の策定等の事

業者ＢＣＰに積極的に取り組む小規模事業者の紹介等を行う。 

・ 小規模事業者に対し、即時に取組可能な簡易的な事業継続の取組を含め、事業

継続力強化計画等の事業者ＢＣＰの策定による実効性のある取組の推進や、効

果的な訓練等について指導および助言を行う。 

・ 事業継続の取組に関する専門家を招き、小規模事業者に対する普及啓発セミナ

ーや行政の施策の紹介、損害保険・共済の紹介等を実施する。 

② 商工会自身の事業継続計画の推進 

・ 当会は、令和 2年 10月に事業継続計画を策定・設定したが、令和 7年 8月

（予定）に改めて事業継続計画を改定する。 

③ 関係団体等との連携 

・ 連携する京都府共済協同組合やあいおい損保会社、京都府商工会連合会等に専

門家の派遣を依頼し、会員事業者以外も対象とした普及啓発セミナーや損害保

険の紹介等を実施する。 

・ 関係機関への普及啓発ポスター掲示依頼、セミナー等の共催を行う。 

④ フォローアップ 

・ 小規模事業者の事業継続力強化計画等の事業者ＢＣＰ取組状況の確認を行う。 

・ 商工会及び笠置町の担当部署間で上記要確認や改善点について定期的な協議を

行う。 

⑤ 当該計画に係る訓練の実施 

・ 自然災害（震度 5弱地震、洪水、土砂災害）が発生したと仮定し、当町との連

絡ルートの確認等を行う。(訓練は必要に応じて実施する。) 
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2. 発生後の対策 

自然災害等による発災時には、人命救助が第一であることは言うまでもない。そのうえ

で下記の手順で地区内の被害状況を把握し、関係機関へ連絡する。 

① 応急対策の実施可否の確認 

・ 発生後 1時間以内に職員の安否確認を行う。 

（ＳＮＳ等を利用した安否確認や業務従事の可否、大まかな被害状況（家屋被

害や道路状況等）等を当会と当町で共有する。） 

② 応急対策の方針決定 

・ 当会と当町との間で、被害状況や被害規模に応じた応急対策の方針を定める。 

       【豪雨における応急対策について】 

・ 職員自身の目視で命の危機を感じる降雨状況の場合は、出勤せず、職員自身が

まず安全確保し、警報解除後に出勤する。 

・ 職員全員が被災する等により、応急対策ができない場合の役割分担を決める。 

・ 地域内居住職員と地域外居住職員の役割分担を決める。 

・ 大まかな被害状況を確認し、できる限り１日以内に情報共有する。 

【被害規模の目安は以下を想定】 

※なお、連絡が取れない地域については、大規模な被害が生じているものと考

える。 

・ 本計画により、当会と当町は以下の間隔で被害情報等を共有する。 

 

 

 

 

 

3. 発災時における指示命令系統・連絡体制 

① 自然災害発生時及び二次被害防止を図るために、地域内の小規模事業者の被害情報

の迅速な報告および指揮命令を円滑に行うことができる仕組みを構築する。 

② 当会と当町は被害状況の確認方法や被害額（合計、建物、設備、商品等）の算定方

法について、あらかじめ確認しておく。 

③ 共有した情報は、当会又は当町より府へ報告する。 

 

 

 

被害目安 状態 

大規模な被害がある 

・ 地域内 10 件の事業所で、「窓ガラスが割れる」、

「瓦が飛ぶ」など、比較的軽微な被害が発生し

ている。 

・ 地域内 5 件程度の事業所で、「床下浸水」、「建

物の全壊・半壊」等、大きな被害が出ている。 

・ 被害が見込まれる地域において連絡が取れな

い、もしくは、交通網の遮断がされており、確

認ができない。 

被害がある 

・ 地域内 5 件程度の事業所で、「窓ガラスが割れ

る」、「瓦が飛ぶ」など、比較的軽微な被害が

発生している。 

・ 地域内 4 件程度の事業所で、「床下浸水」、「建

物の全壊・半壊」等、大きな被害が出ている。 

ほぼ被害はない ・ 目立った被害の報告はない 

発生後〜1 週間 1 日に 3 回共有する 

1 週間〜2 週間 1 日に 2 回共有する 

2 週間〜1 ヶ月 1 日に 1 回共有する 

1 ヶ月以降 2 日に 1 回共有する 
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4. 応急対策時の地区内小規模事業者に対する支援 

① 相談窓口の開設方法について、笠置町と相談する（当会が、国の依頼を受けた場合

は、特別相談窓口を設置する）。 

② 安全性が確認された場所において、相談窓口を設置する。 

③ 地区内小規模事業者等の被害状況の詳細を確認する。 

④ 応急時に有効な被災事業者施策（国や府、市町村等の施策）について、地区内小規

模事業者等へ周知する。 

⑤ 感染症の場合、事業報告に影響を受ける、又はその恐れがある小規模事業者を対象

とした支援策や相談窓口の開設等を行う。 

⑥ サイバー対策においても小規模事業者を対象とした支援策や相談窓口の開設等を行

う。 

5. 地区内小規模事業者に対する復興支援 

① 府の方針に従って、復旧・復興支援の方針を定め、被災小規模事業者に対し支援を

行う。 

② 被災規模が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難な場合には、他の地域からの

応援派遣等を府等に相談する。 

 

（３） その他 

上記内容に変更が生じた場合は、速やかに府へ報告する。 

 

 

京都府 

京都府商工会連合会 

笠置町 笠置町商工会 

国 

近隣市町村 近隣商工会 
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（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和 7年７月現在） 

 

（１） 実施体制（商工会の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町村の事業継続力強

化支援事業実施に係る体制／商工会と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経

営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

① 当該経営指導員の氏名、連絡先 

経営指導員：東
アズマ

 真理
マ リ

（連絡先は後述（３）①参照） 

② 当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

以下に関する必要な情報の提供及び助言等を行う 

・本計画の具体的な取組の企画や実行 

・本計画に基づく進捗確認、見直し等フォローアップ（1年に 1回以上） 

 

（３） 笠置町商工会、笠置町連絡先 

① 笠置町商工会 

〒619-1303 京都府相楽郡笠置町笠置佃 3-1 

TEL：0743-95-2159 / FAX：0743-95-2160 

E-mail：kasagi-sci@kyoto-fsci.or.jp 

② 笠置町 希望のまち推進課 

〒619-1303 京都府相楽郡笠置町笠置西通 90-1 

TEL：0743-95-2327 / FAX：0743-95-2961 

E-mail：kibou@town.kasagi.lg.jp 

 

 ※その他 

  ・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに府へ報告する。 

 

 

笠置町商工会 

笠置町商工会 

統括主事 

笠置町商工会 

法定経営指導員 

 

笠置町 

笠置町 

希望のまち推進課長 

 

 笠置町 

希望のまち推進課 

 

 

笠置町 

総務財政課 

 

京都共済協同組合 

あいおい損保会社 

連携 

連携 

連絡 
調整 

確認 

連携 

笠置町 

総務財政課長 

 

 

 

mailto:kasagi-sci@kyoto-fsci.or.jp
mailto:kibou@town.kasagi.lg.jp
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（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要な資金の額 400 400 400 400 400 

 

・専門家派遣費 

・セミナー開催費 

・チラシ等作成費 

・防災対策費 

100 

100 

150 

50 

100 

100 

150 

50 

100 

100 

150 

50 

100 

100 

150 

50 

100 

100 

150 

50 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

会費収入、笠置町補助金、京都府補助金、事業収入 等 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



 １０ 

（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携

して事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

京都共済協同組合   京都市中京区寺町通二条下る妙満寺前町 450 

 理事長 杉本 栄一 

 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 京都支店 

           京都市下京区大宮通四条下ル四条大宮 2 日本生命四条大宮ビル 6階 

           代表取締役 榎並 新次 

連携して実施する事業の内容 

・事前の対策 

 ・小規模事業者に対する災害リスクの周知 

  災害リスクの周知や影響を軽減するための取り組み・対策の説明 

 ・関係団体等との連携連絡 

  各種災害リスクに対応した補償や共済加入についての説明 

  関係機関への普及啓発ポスター掲示依頼、セミナー等の共催 

連携して事業を実施する者の役割 

（連携先） 

京都共済協同組合 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 京都支店 

（役割） 

各種保険・共済制度の情報提供、加入説明、セミナー等の共催 

（効果） 

小規模事業者に対する専門的知識の提供、サポート力の強いセミナーの開催 

連携体制図等 

 

               

            各種保険・共済制度の 

            情報照会 

            セミナー等の共催依頼          相 談 

 

 

            各種保険・共済制度の 

            情報提供               情報提供 

            セミナー等の共催・協力        計画策定支援 

 

 

相談事業者への保険・共済加入手続き、災害復興時の支援 

 

 

 

 

【連携先】 

 

京都共済協同組合 

あいおいニッセイ 

同和損害保険 

株式会社 京都支店 

 

 

笠 置 町 

 

商 工 会 

 

 

 

 

相談 

 

事業者 


